
崇城大学・工学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３７４０１

基盤研究(C)（一般）

2018～2016

隣接並行する九州新幹線とJR鹿児島本線の新幹線開通後の騒音・振動に関する社会調査

Annoyance due to railway noise before and after the opening of the Kyushu 
Shinkansen Line

１０１３３５６３研究者番号：

村上　泰浩（MURAKAMI, Yasuhiro）

研究期間：

１６Ｋ０６６２５

年 月 日現在  元   ６ １４

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：JR熊本駅を挟む北地区(5km)と南地区(12km)は、新幹線と在来線が隣接並行して走行
する区間である。新幹線開通前後および在来線高架化前後における鉄道の騒音・振動測定ならびに沿線住民への
社会調査をそれぞれ実施し、九州新幹線が沿線住民に与える影響およびその要因の把握、新幹線や在来線の敷設
状況の変化に対する社会反応の変化について分析した。 
南地区は新駅の開業後に在来線騒音の暴露量が低下したが、在来線騒音に対するアノイアンスは変化が無かっ
た。新駅の開業後に、在来線騒音、新幹線騒音、総合騒音の全てでアノイアンス反応は上昇しており、総合騒音
においては新駅の開業前後で暴露反応関係に有意差が見られた。

研究成果の概要（英文）：The area was divided into two at Kumamoto station: north area where the 
conventional railway line was elevated in March 2016 and south area where a new station was opened 
in March 2016. In April 2016, big earthquakes hit Kumamoto. Socio-acoustic surveys were carried out 
in north area in 2012 and November to December 2016, and in south area in 2011 and 2017. Results: 
Because of few highly annoyed responses in north area, further analysis was applied to data from 
detached and apartment house residents in south area. Exposure-annoyance relationship is 
significantly higher in 2017 than in 2011 while noise exposure decreased. Multiple logistic 
regression analysis showed that Lden, noise sensitivity, serious damage by earthquakes significantly
 affected annoyance commonly for both detached and apartment houses.

研究分野：建築環境工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
隣接並行した新幹線と在来線が異なる鉄道運行状況で走行する鉄道騒音に関する社会調査の報告はない。また、
新幹線新設工事に伴い在来線位置が変化する事例は少なく、新幹
線高架下での在来線二次仮線は全国初であり、それぞれの状況下での社会調査データを得ることは大変貴重であ
る。在来線の高架後は騒音暴露量が低下することが予想されるが、社会反応の変化がどのようになるのか興味深
い。騒音暴露と社会反応の関係を経年・継続的に調査し、分析を行い、今後の鉄道高架化・改良工事における騒
音政策に貢献できる資料作りをめざす。 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

JR熊本駅を挟む北側(5km)と南側(12km)は、新幹線と在来線が隣接並行して走行する区間で
ある。崇城大学前駅から熊本駅南約１kmの区間約６kmでは、全国で初めて新幹線新設と在来
線高架化工事が同時に進められてきた。熊本駅以北の在来線の高架工事は、在来線軌道位置に
九州新幹線を新設するため、在来線軌道を一次仮線、二次仮線と変えながら行う特殊な工法が
取られた。新幹線高架の下に二次仮線軌道の敷設は、国内では初めての方法である。工事期間
は平成 16年～平成 30年の十年以上に及ぶ。その間、沿線住民は時期により異なる線路位置で
の在来線と、新幹線開通後はその両者による鉄道騒音に曝される事になる。 
本研究は、平成 22年度～25年度、基盤研究（C)「九州新幹線および特殊仮線工法によるＪ
Ｒ鹿児島本線の騒音・振動に関する社会調査」に継続した研究である。前研究では、新幹線開
通後は、騒音に対するアノイアンスが低下し、鉄道沿線の騒音・振動に改善が見られた。暴露
反応関係には暴露状況の変化前後で差が見られなかった。在来線騒音に対する反応は比較的厳
しい一方、新幹線に対する反応はかなり低かったなどの知見が得られている。 

 
２．研究の目的 
熊本駅北側は、新幹線新設と在来線高架化工事が同時に進められてきた。新幹線と在来線の
隣接並行区間において、新幹線開通前後および在来線高架化前後における鉄道の騒音・振動測
定ならびに沿線住民への社会調査をそれぞれ実施し、以下の項目について分析を行い、騒音・
振動暴露量の変化に伴う鉄道騒音・振動評価モデルを検討する。 
１）騒音・振動暴露量と社会反応（在来線と新幹線の暴露反応関係を比較することで、九州新
幹線が沿線住民に与える影響およびその要因の把握） 
２）新幹線や在来線の敷設状況の変化に対する社会反応の変化 
 
３．研究の方法 
本研究では、新幹線および在来線の高架走行状態(北地区)と新幹線開通後数年後(南地区)で
の騒音・振動等の物理量測定と社会反応調査を実施する。前研究で得られた測定・調査データ
と総合して、工事経過ごとに異なる列車走行による騒音・振動等の騒音暴露量と住民アンケー
トによる社会反応との関係を探る。以下に、測定・調査のフローを示す。 
 
 
 
 

 
 
４．研究成果 
1)人口統計学的変数、回答者数、回収率 
 表１に調査票の回収結果を示す。調査ごとの回収数は約 330から 400である。戸建て住宅の
回収率は北地区では 46-61%、南地区では 33-39%であり、古からの住宅地である北地区でわず
かに高い。しかし集合住宅の回収率は両地区ともに 15-25%とかなり低い。 
 北地区では調査時期・住居種別ともほぼ男性約 4割、女性約 6割であり、南地区では調査時
期で異なり、戸建の男女比は 2011年 4:6、2012年 5:5、集合では 2017年 3:7となっている。回
答者の年齢構成は、戸建では 60代以上が 6割を占め、70才以上が最も多く 4割近くに達し、
30代以下は１割程度である。集合住宅では 20代の割合がもっとも多く、30代を含めると 3～4
割近くになる。 

表 1 調査票の回収結果 

 

2) 騒音・振動暴露量 

表 2は、北地区の 2012年と 2016年、南地区の 2011年と 2017年の各住居への在来線、新幹

Site North South 
Railway 
situation 

Sinkansen+Conventiona
l 2nd temral railway 

Shinkansen+Conventio
nal elevated railway 

Shinkansen+Conventio
nal railway 

Shinkansen+Conventional 
railway 

Period 2012/7-9 2016/11-12 2011/8-9 2017/7-9 
House 
type 

D A Total D A Total D A Total D A Total 

No. of 
deliveries 312 787 1099 456 708 1164 612 710 1322 758 498 1256 

No. of 
responses 143 193 336 279 120 399 236 142 378 253 75 328 

Response 
rate (%) 45.8 24.5 30.5 61.2 16.9 34.2 38.6 20.0 28.6 33.4 15.1 26.1 



線、在来線と新幹線を総合した騒音レベルの平均および標準偏差（S.D）を比較している。北
地区では在来線の高架化後に在来線騒音レベルは 5-6dB減少しているが、新幹線騒音レベルは
あまり変化せず、1dBの増加から 4dBの減少、総合騒音レベルは 2-5dB減少している。南地区
では新幹線開通 6年後に在来線騒音レベルは 0-3dB減少し、新幹線騒音レベルは 3-4dB減少し、
総合騒音レベルでは 2-3dB減少している。 
 

表 2 各調査での騒音・振動暴露量の平均と標準偏差 

 Survey Ⅱ Survey Ⅲ Survey Ⅳ Survey Ⅳ 
 2011 (South) 2012 (North) 2016 (North) 2017 (South) 

 Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D. 
C LAeq,24h 42 8.9 44 10.1 38 6.1 41 8.7 
C LAeq,d 43 8.9 45 10.1 40 6 43 8.5 
C LAeq,e 43 8.8 44 10.1 38 6.5 42 8.9 
C LAeq,n 40 9 40 10.2 35 6 37 9.8 
C Lden 48 8.9 48 10.1 42 6.1 45 9.2 
S LAeq,24h 40 5.1 44 10.1 42 4.8 37 5.8 
S LAeq,d 41 5.1 47 10.1 43 4.7 38 5.7 
S LAeq,e 41 5.1 43 9.7 43 4.7 37 5.8 
S LAeq,n 38 5.1 36 10 37 4.8 34 6 
S Lden 45 5.1 47 10 46 4.8 42 5.9 
T LAeq,24h 46 4.6 48 9.9 44 5.1 44 7.9 
T LAeq,d 47 4.6 50 9.9 45 5 45 7.8 
T LAeq,e 47 4.5 48 9.8 46 5.1 44 7.7 
T LAeq,n 44 4.7 43 9.9 41 5.4 41 8.4 
T Lden 52 4.6 52 9.9 49 5.3 49 8.2 

C: Conventional railway noise, S: Shinkansen noise, T: Total noise 
 
3）暴露反応関係 
 図 1は北地区での在来線高架化前（2012）と後（2016）の Ldenと%Highly Annoyedとの関係
を比較したものである。高架化後には在来線騒音に対するアノイアンスは高レベルでは増加し
ているように見える。しかし、新幹線騒音や総合騒音のアノイアンスは低レベルでは減少し、
高レベルではわずかに増加している。 
 図 2は南地区での新幹線開通直後（2011）と 6年後（2017）の Lden-% Highly Annoyedとの関
係を比較したものである。在来線騒音に対するアノイアンスは６年後には減少し、新幹線騒音
に対するアノイアンスは増加し、総合騒音のアノイアンスは低レベルでは減少し、高レベルで
は増加している。 

 
図 1 北地区での在来線高架化前（2012）と後（2016）の Lden-%HA関係の比較 

図 2 南地区での新幹線開通直後（2011）と 6年後（2017）の Lden-%HA関係の比較 
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